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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 
 

回次
第67期
第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 18,727,596 18,802,783 38,094,953

経常利益 (千円) 41,458 184,414 546,937

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △113,087 134,834 197,100

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 35,503 197,716 509,815

純資産額 (千円) 7,409,586 8,001,358 7,883,899

総資産額 (千円) 20,068,639 22,828,134 19,861,353

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △14.67 17.49 25.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 36.1 34.3 38.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △167,724 △473,621 81,293

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △49,148 △120,243 △96,570

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 20,244 1,167,731 △533,963

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,965,559 2,181,419 1,610,375
 

 

回次
第67期
第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △16.94 20.05
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第67期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第68期第２四半期連結累計期間お

よび第67期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、当第２四半期連結累計期間における主要な関係会社における異動は、以下のとおりで

す。

PT. SARI NIHON INDUSTRYを設立し、一部出資払込みを行なったため持分法適用会社といたしました。

会社概要

名　　　　　　　　称 PT. SARI NIHON INDUSTRY

所　　　 在　　　 地 インドネシア共和国メダン市

事　　業　　内　　容 インドネシアにおける飲料製品の製造販売

資　　　 本　　　 金 250億IDR

出　　資　　比　　率 30.0％
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界的な政治情勢の不安定、東アジアにおける地政学リス

ク等、さまざまな不透明要因が見られるなか、主に金融面の政策が持続的に下支えした結果、実績としては緩や

かな拡大基調をたどっています。

一方、当社グループの主力マーケットである食品業界は、消費回復につられ持ち直しの動きは一部で見られま

すものの、デフレ感一掃には至らず、また労働力不足の影響もあり、依然、予断を許さない状況です。

コーヒー業界におきましては、コーヒー生豆相場は期初の１ポンドあたり127.45セントから、一時142.75セン

トまで高騰したものの、生産国での降雨がコーヒー樹の開花を促し、来年の収穫見通しが明るくなったことによ

り９月末には128.05セントとなりました。

このような状況のなか、当社グループは中期経営計画「Sプロジェクト」達成に向け、２年目である当連結会計

年度は、前年度から取り組んでおります収益体質健全化・強化にさらに注力し、利益率・資金回転の改善と事業

運営体制の整備・強化に取り組んでおります。

当第２四半期連結累計期間における売上高は18,802百万円（前年同期比0.4％増加）となりました。利益面につ

きましては、第１四半期において物流改革に伴う一時的なコスト増加等の影響により営業損失を計上しました

が、その後重点商品、販売分野選別等の営業強化をさらにすすめたことにより、営業利益は138百万円（前年同期

比342.2％増加）、経常利益は184百万円（前年同期比344.8％増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は134

百万円（前年同期は113百万円の損失）となりました。

各部門別の状況は次のとおりであります。

① コーヒー・飲料部門

　1) コーヒー生豆

プレミアムコーヒーに特化した展示会に出展するなど、国内外問わず当社のコーヒー品質を広くアピールし

今後の販促につなげるべく営業活動を行っています。家庭用市場が活況であることもあり、プレミアムコー

ヒーの販売袋数等は予定通り推移いたしました。しかしながら一般品がコーヒー生豆相場の下落影響を受けた

ことにより、コーヒー生豆の売上高は前年同期比2.3％減少いたしました。

　2) コーヒー加工品

大手得意先への販促強化を行いレギュラーコーヒーは、コーヒーバッグおよびパック製品の販売が順調に拡

大、インスタントコーヒーにつきましてもパック製品が順調に推移いたしました。しかし、利益確保を重視

し、販売商品および得意先の重点化をすすめたことにより、コーヒー加工品の売上高は前年同期比4.6％減少

いたしました。
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　3) 飲料事業

飲料原料は、今期より顧客の要望に迅速に対応し、高品質商品を常時安定的に供給できるようにするため、

国内で選別作業を行なえる体制を整えました。

茶類は、生産国でのストライキが業界全体に大きな影響を及ぼしましたが、当社はサプライヤーの協力によ

りカバーすることができ、紅茶バルクの販売が順調に推移いたしました。

その結果、飲料事業の売上高は前年同期比2.8％増加いたしました。

 

これらの理由によりコーヒー・飲料部門の売上高は6,135百万円（前年同期比2.1％減少）となりました。

　

② 食品部門

　1) 加工食品

フルーツや野菜の加工食品は、収益性の低い商品の取り扱いを見送り、新たな収益の柱となる商品の開発

や、大手流通団体向けの商品開発に取り組みました。しかし、冷夏の影響もあり氷菓メーカーへのフルーツ缶

詰の販売が一時的に減少し、売上高は前年同期比1.6％減少いたしました。

イタリア関連の商品は、幅広い顧客層へ訴求することができる商品として新たなパスタ、オリーブオイルの

取り扱いを始めました。しかし、オリーブオイルの相場高騰のため一時的に取り扱い開始を延期したことや

チーズ類の新開発商品への切り替えも重なり、売上高は前年同期比9.8％減少いたしました。

メーカー商品は、親密な関係にある国内メーカーと新たな取り組みに着手していますが、成果を上げるのに

時間を要することもあり、常温食品の売上高は前年同期比2.9％減少、冷凍食品の売上高は前年同期比2.3％減

少いたしました。

その結果、加工食品全体として、利益確保をより重視する取り組みをすすめたことにより、売上高は前年同

期比3.5％減少いたしました。

　2) 水産および調理冷食

水産は、新規顧客開拓、量販店への販売拡大、エビ、イカおよびタコなどの重要商品の集中販売や新商品の

開発強化に取り組みました。

イカおよびタコにおきましては不漁による価格の高騰で休売を余儀なくされる商品もありましたが、今期新

発売のひとくち白身フライなどの採用が拡大いたしました。

その結果、水産の売上高は概ね横ばいの前年同期比0.4％の微減となりました。

調理冷食は、既存顧客への提案に注力し、採用商品数の拡大に取り組み、大手得意先との大型案件を確実に

成約したことにより、売上高は前年同期比23.5％増加いたしました。

その結果、水産および調理冷食の売上高は前年同期比7.4％増加いたしました。

　3) 農産

国産玉ねぎの豊作により、輸入玉ねぎの販売が減少したものの、スーパー惣菜向けの加工品や冷凍筍を中心

に販売が順調に推移し、農産の売上高は前年同期比2.7％増加いたしました。

 

これらの理由により食品部門の売上高は10,995百万円（前年同期比2.1％増加）となりました。

 

③ 海外事業部門

ベトナム向けに新規輸出が決まるなどの成功事例を他の国へ水平展開していくことに取り組み、また、シンガ

ポールでの展示会にて冷凍品の出展を行なうなど三国間貿易の取引拡大にも取り組みました。しかし、香港、台

湾向け輸出が厳しい販売競争の影響で伸び悩みました。

その結果、海外事業部門の売上高は1,670百万円（前年同期比1.1％減少）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間の財政状態につきましては、資産合計は22,828百万円となり、前連結会計年度末に

比べ2,966百万円の増加となりました。これは主に期末日休日要因の影響に伴う現預金、売上債権の増加およびた

な卸資産の増加によるものであります。

負債合計は14,826百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,849百万円の増加となりました。これは主に期末日

休日要因の影響に伴う仕入債務の増加および借入金の増加によるものであります。

純資産合計は8,001百万円となり、前連結会計年度末に比べ117百万円の増加となりました。これは主に繰延

ヘッジ損益の増加57百万円および親会社株主に帰属する四半期純利益134百万円に対し、配当金の支払い77百万円

によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ571百万円増加し、2,181百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は473百万円（前年同期に比べ使用した資金は305百万円増加）となりました。こ

れは、売上債権の増加額1,103百万円およびたな卸資産の増加額832百万に対し、仕入債務の増加額1,089百万円等

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は120百万円（前年同期に比べ使用した資金は71百万円増加）となりました。これ

は、投資有価証券の取得による支出67百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は1,167百万円（前年同期に比べ得られた資金は1,147百万円増加）となりまし

た。これは、配当金の支払額76百万円に対し、借入金の収支による収入1,303百万円等によるものであります。

 

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた問題はありません。

 

(5) 研究開発活動

特記すべき研究開発活動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,400,000

計 22,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,000,000 8,000,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数100株

計 8,000,000 8,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 8,000 ― 623,200 ― 357,000
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

石光商事従業員持株会 神戸市灘区岩屋南町４－40 337 4.22

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１―１－２ 252 3.16

石光　輝男 神戸市灘区 238 2.98

駒澤　孝江 神戸市北区 216 2.71

日米珈琲㈱ 神戸市灘区灘南通６－２－20 204 2.55

㈱トーホー 神戸市東灘区向洋町西５－９ 200 2.50

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町２－１－１ 194 2.43

丸紅㈱ 東京都中央区日本橋２－７－１ 192 2.40

石光　輝信 横浜市磯子区 179 2.24

石光　義幸 東京都八王子市 178 2.24

計 ― 2,193 27.42
 

 

(注) 上記のほか、自己株式が291千株（所有株式割合3.65％）あります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  291,800

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,705,200 77,052 ─

単元未満株式 普通株式　　 3,000 ― ─

発行済株式総数         8,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 77,052 ―
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② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
石光商事㈱

神戸市灘区岩屋南町４－40 291,800 ― 291,800 3.65

計 ― 291,800 ― 291,800 3.65
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,718,615 2,289,709

  受取手形及び売掛金 ※１  6,835,989 ※１、※２  7,939,376

  商品及び製品 3,847,029 4,944,938

  未着商品 981,280 706,825

  仕掛品 14,347 20,334

  原材料及び貯蔵品 72,980 76,264

  その他 307,152 532,090

  貸倒引当金 △3,365 △2,357

  流動資産合計 13,774,030 16,507,181

 固定資産   

  有形固定資産 2,550,192 2,524,820

  無形固定資産 158,618 310,688

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,055,879 3,190,739

   その他 375,624 338,867

   貸倒引当金 △52,991 △44,164

   投資その他の資産合計 3,378,511 3,485,442

  固定資産合計 6,087,323 6,320,952

 資産合計 19,861,353 22,828,134
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,258,221 4,347,229

  短期借入金 2,161,200 2,627,600

  1年内返済予定の長期借入金 1,327,756 1,538,456

  未払法人税等 125,239 79,760

  賞与引当金 147,042 196,717

  その他 1,297,522 1,541,785

  流動負債合計 8,316,982 10,331,549

 固定負債   

  長期借入金 2,990,432 3,617,104

  退職給付に係る負債 111,156 112,491

  その他 558,883 765,631

  固定負債合計 3,660,471 4,495,226

 負債合計 11,977,454 14,826,775

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 623,200 623,200

  資本剰余金 357,000 357,674

  利益剰余金 6,661,114 6,718,866

  自己株式 △107,440 △107,465

  株主資本合計 7,533,873 7,592,276

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 142,158 154,696

  繰延ヘッジ損益 △10,088 47,358

  為替換算調整勘定 35,489 32,701

  その他の包括利益累計額合計 167,559 234,756

 非支配株主持分 182,465 174,325

 純資産合計 7,883,899 8,001,358

負債純資産合計 19,861,353 22,828,134
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】
　

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 18,727,596 18,802,783

売上原価 16,594,274 16,355,512

売上総利益 2,133,321 2,447,270

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 428,439 440,626

 貸倒引当金繰入額 △3,436 △3,417

 報酬及び給料手当 526,205 556,096

 賞与引当金繰入額 151,899 165,571

 その他 998,859 1,149,748

 販売費及び一般管理費合計 2,101,967 2,308,626

営業利益 31,354 138,644

営業外収益   

 受取利息 1,907 1,870

 受取配当金 3,071 5,514

 持分法による投資利益 51,244 42,387

 受取賃貸料 9,904 10,620

 その他 15,074 29,815

 営業外収益合計 81,203 90,208

営業外費用   

 支払利息 42,428 39,043

 その他 28,670 5,395

 営業外費用合計 71,099 44,438

経常利益 41,458 184,414

特別損失   

 固定資産売却損 － 3

 固定資産除却損 3,170 764

 退職給付制度改定損 223,636 －

 特別損失合計 226,806 768

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△185,348 183,645

法人税、住民税及び事業税 14,052 64,165

法人税等調整額 △78,484 △11,038

法人税等合計 △64,431 53,126

四半期純利益又は四半期純損失（△） △120,916 130,518

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △7,829 △4,315

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△113,087 134,834
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △120,916 130,518

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2,511 16,906

 繰延ヘッジ損益 163,161 57,447

 為替換算調整勘定 △3,097 △2,787

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1,133 △4,367

 その他の包括利益合計 156,420 67,197

四半期包括利益 35,503 197,716

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 43,332 202,032

 非支配株主に係る四半期包括利益 △7,829 △4,315
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△185,348 183,645

 減価償却費 104,335 115,497

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,149 △9,835

 賞与引当金の増減額（△は減少） 46,077 49,674

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,428 1,335

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 196,890 －

 受取利息及び受取配当金 △4,979 △7,385

 支払利息 42,428 39,043

 為替差損益（△は益） 82 △318

 持分法による投資損益（△は益） △51,244 △42,387

 固定資産売却損益（△は益） － 3

 固定資産除却損 3,170 764

 売上債権の増減額（△は増加） △174,874 △1,103,387

 たな卸資産の増減額（△は増加） 4,460 △832,724

 仕入債務の増減額（△は減少） △254,585 1,089,008

 その他の資産の増減額（△は増加） 149,416 △62,674

 その他の負債の増減額（△は減少） 41,962 260,819

 その他 △3,439 △19,865

 小計 △83,368 △338,785

 利息及び配当金の受取額 5,311 7,755

 利息の支払額 △44,051 △38,595

 法人税等の支払額 △45,667 △103,997

 法人税等の還付額 51 1

 営業活動によるキャッシュ・フロー △167,724 △473,621

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △33,746 △15,668

 有形固定資産の売却による収入 － 200

 無形固定資産の取得による支出 △1,566 △2,601

 投資有価証券の取得による支出 △11,730 △67,944

 貸付けによる支出 － △35,519

 貸付金の回収による収入 1,420 1,490

 その他の支出 △7,250 △6,411

 その他の収入 3,724 6,212

 投資活動によるキャッシュ・フロー △49,148 △120,243
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,115,000 1,619,000

 短期借入金の返済による支出 △1,280,600 △1,152,600

 長期借入れによる収入 1,200,000 1,600,000

 長期借入金の返済による支出 △861,428 △762,628

 社債の償還による支出 △35,000 －

 自己株式の取得による支出 △6 △24

 配当金の支払額 △76,967 △76,804

 非支配株主への配当金の支払額 △2,580 △2,150

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △1,000

 リース債務の返済による支出 △38,173 △49,796

 長期未払金の返済による支出 － △6,264

 財務活動によるキャッシュ・フロー 20,244 1,167,731

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,760 △2,822

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △199,388 571,044

現金及び現金同等物の期首残高 2,164,948 1,610,375

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,965,559 ※１  2,181,419
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（持分法適用の範囲の重要な変更）

PT. SARI NIHON INDUSTRYを新たに設立し、第２四半期連結会計期間において出資払込みを行ったため、持分

法適用の範囲に含めております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 手形割引高

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

輸出手形割引高 24,004千円 30,321千円
 

 
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 ― 160,416千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 2,073,469千円 2,289,709千円

預入期間が３か月を超える
定期預金及び担保提供預金

△107,910千円 △108,290千円

現金及び現金同等物 1,965,559千円 2,181,419千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月23日
取締役会

普通株式 77,082 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月23日
取締役会

普通株式 77,082 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月９日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年９月30日）

当社グループは、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日）

当社グループは、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

　　 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

△14円67銭 17円49銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△113,087 134,834

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△113,087 134,834

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,708 7,708
 

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

石光商事株式会社(E02952)

四半期報告書

19/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

平成29年11月９日
 

石　光　商　事　株　式　会　社

取　　締　　役　　会　　　御　　中
 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　和　　田　　朝　　喜　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　矢　　倉　　幸　　裕　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石光商事株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石光商事株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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